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パンデミック後の経済回復の鍵は、 
秩序あるビジネス再開

COVID-19 がもたらす健康危機と、多くの市場における継続的
なロックダウンにより、世界各地の人々と経済は未曽有の試練に
直面しています。各国政府は、企業や労働者に対する支援として、
前例のない経済支援策を講じています。それでもなお、多様な業
界で、あらゆる規模の企業が、その存続のために苦心し、膨大な
数の人々が職を失い、深刻な財政的不安に直面しています。この
パンデミックはまだ終息しておらず、その影響は今後何年も残る
と考えられます。確かなことは、これまでの仕事の在り方には決
して戻れないことです。

経済の低迷や、人々の生活維持にかかわる影響を抑えるため、
労働市場とそのすべてのステークホルダーは、この新たな現実、
すなわち、今後長期間にわたり、物理的距離（本レポートでは「社
会的距離」と同義で使用する）やその他の厳格な対策が職場のあ
らゆるプロセスに不可欠となるニューノーマル（新たな日常）に
迅速に順応する必要があります。この中には、在宅勤務など、労
働力の柔軟性向上を目的とした明確な道を切り拓くことも含まれ
ています。 

そこで早急に求められるのは、適切な時期に、安全に業務を再
開できるような態勢を整えることです。本レポートが公開された
時点で、一部のヨーロッパ諸国においては、経済活動のために積
極的に企業活動の再開を認める業界を発表しています。

経済にとって、この時期を正しく見極めることは極めて重要で
す。ドイツ経済に関しては、ロックダウンが 1 週間継続する毎に、
年間 GDP が最大で 0.5％減少するとされており、その結果、雇用
が減少して、労働者の所得が大幅に低下することになります。た
だしこの予測は、国や業界によって異なるものであり、また、過
去の世界的なパンデミックから得られた情報に依存したものです。 

パンデミックの混乱のさなかで安全なビジネスの再開方法を整
理して実行に移すことは、非常に困難な課題です。感染の第 2 波
を回避することも考慮することが重要です。職場におけるニュー
ノーマルに向けて、雇用主や政府から、労働組合、労働機関、そ
してもちろん労働者本人に至るまで、さまざまなステークホルダー
が集まって、前例のない協力と調整を行う必要があります。また、
確実性を最大限に高めるには、国や業界全体でベストプラクティ
スを共有し、有効なプロトコルを迅速に拡大するための新たな経
路を設けることが重要です。その際に明確なプロセスやガイドラ
インがなければ、人々が職場に復帰するとき、健康への不安を抱
いたり、企業が再開をためらったりする可能性があります。 

こうした切迫感を背景に、人材サービス業界では、ランスタッド、
アデコグループおよびマンパワーグループの主導によるアライア
ンスが形成されました。人材サービス業界が共同で、世界最大の
民間の雇用者および労働市場の専門家 * として、ニューノーマルに
備えるプロセスに対して重要な貢献をするとともに、人々の安全
な職場復帰や、ビジネスと経済の再稼働を促進していきます。雇

用主、労働組合、NGO は、全員で協力することが求められています。
それと同時に、アライアンスは政府に働き掛けることで、こうし
た取り組みを支援し、刺激を与え、支持していくことになります。

現状が長く続くほど、経済に及ぼす影響は大きくなり、失業率
は増加し続けます。今こそ、協同して行動を起こす時ではないで
しょうか。人材サービス業界はステークホルダーに対して、企業
と労働者とが安全かつ生産的な方法で迅速に業務を再開し、あら
ゆる人が安心できるように協力することを求めています。

コロナウイルス危機がこれまでにもたらした 
経済的影響の概要 
•	 3 月 21 日までの 1 週間で、米国では 330 万人が失業手当を

申請。翌週には 690 万人が、4 月 4 日までの 1 週間には、さ
らに 660 万人が申請を行っている。今回の危機が発生するま
で、1 週間での失業申請数は最大で 69 万 5,000 件（1982 年）。

•	 完全な、または部分的なロックダウンにより、現在、世界の
労働力の約 81％を占める約 27 億人の労働者に影響が及ん
でいる。国際労働機関（ILO）は、第 2 四半期において全世
界で 1 億 9,500 万人が失業、ヨーロッパだけでも 1,200 万人
が失業すると予測している。 

•	 多くの国が、今回の危機がもたらす経済的影響を緩和するた
めに、財政と金融の両方において異例の対応を行っている。
例えば米国では、最近 2 兆ドルの大胆な施策が可決されてい
る。 

•	 ウイルスが世界経済にもたらす当面の影響を予測することは
非常に困難ではあるが、マッキンゼーでは、オックスフォード・
エコノミクスと協力していくつかのシナリオを作成している。
自身の判断による消費者支出の 40％から 50％は発生しない
可能性があると思われる。このように個人の裁量による支出
が減少することで、影響を受ける地域の GDP は約 10％も減
少することになる。

•	 「ウイルスは抑制され、力強い成長のリバウンド」というシナ
リオでは、第 2 四半期に GDP の急激な低下を経験すること
になると予測されている。こうしたことは、第二次世界大戦後、
ほとんどの国で前例がなかったと思われる。そして GDP は年
間で 8％低下するだろう。 

•	 「ウイルスの復活、長期的な成長が鈍化」という別のシナリオ
だと、2020 年の GDP が 13％低下することが示されている。
米国とヨーロッパでは、第 2 四半期の GDP は、年率で 35％
から 40％減少すると思われる。またほとんどの国では、ウイ
ルス発生以前の GDP 水準に回復するのに 2 年以上かかると
思われる。

出典：マッキンゼーおよびILO

*P３の囲み記事を参照
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安全なビジネス再開への整備
一部の国では、パンデミックの最悪期が過ぎ去ったのではない

かとの慎重な捉え方をしつつ、人々がビジネスへと戻る支援を重
視したイニシアチブが現れ始めています。しかし各国政府では、
これが慎重かつ段階的なプロセスとなるということを、明確に示
しています。

我々は、物理的距離や、特別な衛生対策、定期的な検査および、
まだ評価が定まっていないその他の解決策が重要となる近い将来
における、ニューノーマルに対処しようとしています。ビジネス
に戻る人々の安全を最適化するには、従業員と雇用主の両方に対
する支援の明確なガイドライン、プロセスおよび手順を整備しな
ければなりません。これを国や業界ごとに整理し、最終的には企
業ごとに行う必要があります。 

健康と安全に関するプロトコルは、一時的な「物理的距離が推
奨される経済」に対して更新しなければならないでしょう。国や、
業界、企業は、分かりきったことを繰り返すのではなく、既存の
ベストプラクティスを基にして、それらをグローバルで共有する
ことを推奨します。人材サービス業界には、これらを支援する態
勢を整えようとしています。

人材サービス業界の役割
現状において、グローバルな活動を行う人材サービス業界がも

たらす付加価値が重要になってきます。下記は、人材サービス業
界に携わるプレイヤーの具体例です：

•	 国や業界を超えて活動し、大企業と中小企業の両方のために働
くことで、先行している国や、企業活動を行っている業界での
ベストプラクティスを活用することができる。

•	 さまざまな業界や企業における労働市場プロセスに関する深い
知識を有している。

•	 雇用主と従業員の間の仲介者として働くため、それぞれが直面
している問題や課題を理解し、双方の利益に貢献することがで
きる。

•	 関連するすべてのステークホルダーを網羅する、大規模なグ
ローバルネットワークがある。

•	 状況の変化に対応する敏捷性があり、将来に備えるクライアン
トと人材を支援することを中核事業としている。

•	 安全衛生プロトコルの組織および実装に関する幅広い経験があ
り、地域や企業の OH ＆ S（労働安全衛生）の専門家と緊密に
連携している。

•	 柔軟な労働力管理に関する経験が豊富なアドバイザーであるた
め、物理的距離の要件を実施し、遵守する必要がある状況では
特に重要である。

•	 何百万もの人々の仕事に携わっている。

人材サービス業界は、自分たちが有する経験を適用した支援や、
さまざまなステークホルダーのつながりの促進と、ベストプラク
ティスの共有をサポートしています。さらにこの業界では、労働
者が抱いている懸念に対処する支援も行っているので、労働者た
ちは、生活の安定のために自分の健康や安全を犠牲にする必要が
あると感じないようになります。そして最後にこの業界は雇用主
に対して、実施しているプロトコルやポリシーが最新の状態であ
り、世界中のベストプラクティスに従っているという信頼があり
ます。

人材サービス業界に関する主要なデータ
•	 2018 年には、組織化された人材サービス業界の 16 万の

事業者が、さまざまな業界での約 5,800 万人の雇用を、業
界内の 240 万人のスタッフやコンサルタントによってサポー
トしている。

•	 年間の職業紹介件数は、ヨーロッパで 1,100 万人、米国で
1,680 万人、日本で 380 万人だった。

•	 ヨーロッパの業界別分布：製造業 40％、サービス業 40％、
建設業 10％、行政 5％、農業 1％（およびその他 4％）。

•	 世界平均で見ると、約 40％の個人は、派遣での仕事に就く
前には、失業中か、無職のどちらかであった。

•	 世界平均で見ると、派遣労働者の 74％は、最初に割り当て
られたのと同じ職場で 12 カ月間勤務している（契約の種類
は多様）。

•	 世界平均で見ると、派遣労働者の 50％以上が 30 歳未満で
あり、平均的な雇用人口を上回っていることが多い。

•	 人材サービス業界では、何百万人もの派遣労働者が研修
を受けることができる。例えば、FAFTT（フランスの派遣
労働者を対象とした社会基金で、業界の労働組合と派遣会
社とが管理する）は、2018 年に派遣労働者に対して約 6
万の研修コースを提供している。このような共有研修基金
は、オランダ、ベルギー、イタリア、スイスでも実施され
ている。

出典：WEC経済報告書およびWEC社会的影響報告書
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安全なビジネス再開を可能にするには
人材サービス提供者は、雇用主や配属された労働者と密接に連

携しながら、政府や業界における規制など、必要な健康および安
全対策を長期にわたって採用、統合してきました。これは、現場
に労働者を配属する際に人材サービス業界が行う通常の活動の一
つです。人材サービス業界の関係者がもたらす付加価値とは、各
業界や各国での、健康や安全に関するさまざまなアプローチにお
ける既存のベストプラクティスについての知見や専門知識を共有
する能力です。したがって、人材サービス業界における総合的な知
見と専門知識とを融合させる手助けをすることが可能となります。

•	 同じ業界または別の業界の事例を学び、共有できるようにする。

•	 個々の課題に基づいて、既存の資料や可能なアプローチを公開
することができる。

•	 雇用主がベストプラクティスに基づいてビジネスを再開する計
画の案内役を務め、適切なコンタクト先（現地または国外）に
ついて支援することができる。

•	 労働力の柔軟な供給、労働力管理、在宅勤務の実施、移行、研修、
スキル開発などに関して、実用的な支援を提供することができ
る。

既存の健康および安全アプローチに
COVID-19 を含める方法

各政府が行う安全衛生介入戦略の一部（米国の OSHA など）と
して、安全管理システムに基づく同じアプローチは、COVID-19 の
防止や戦略的回復など、その他の重要な影響分野を統合するため
に適用が可能です。特定の状況におけるリスクのレベルや適切な
アプローチについて定義するには、OSHA（労働安全衛生管理局）
の職業リスクピラミッドを改変したものを使用すると良いでしょう。

2

各各国国のの状状況況

業業界界ままたたはは国国ででのの慣慣行行をを共共有有すするる：：許容可能なリスク
レベルの達成および経済面への影響の抑制

個個人人用用保保護護具具、、ママススククままたたはは保保護護ママススククのの
提提供供おおよよびびCCOOVVIIDD検検査査のの実実施施

手手指指のの殺殺菌菌剤剤、、清清掃掃（（シシフフトト前前後後））
にによよるる衛衛生生活活動動のの実実施施

ババリリアアデデババイイスス、、アアククセセスス
ポポイインントト管管理理、、検検査査をを受受けけたた
チチーームムをを固固定定ししててのの業業務務

在在宅宅勤勤務務、、
拠拠点点のの閉閉鎖鎖

業業務務停停止止

効効果果大大

効効果果小小
人人へへのの影影響響
小小

個個人人のの生生活活
へへのの影影響響

人人へへのの影影響響
大大

経経済済へへのの影影響響
小小

リリススクク

ののレレベベルル

経経済済へへのの影影響響
大大  

代代用用手手段段のの検検討討  
危険性の置き換え

技技術術面面ででのの管管理理
危険性からの人の隔離

経経営営面面ででのの管管理理
勤務方法の変更

PPPPEE
個人用保護具による個人の保護

危危険険性性のの排排除除  
物理的除去

主主たたるる雇雇用用主主第第一一雇雇用用主主
ココンントトロローールル

企業にとっての利点
このピラミッドは、COVID-19 に関する課題を軽減しながら、

安全かつバランスのとれた方法で会社を再開する方法についての
洞察を雇用主に提供するものです。推奨事項は本質的に助言とし
て示したもので、情報となる内容が含まれます。また、雇用主が
安全で健康的な職場を提供する支援を行うことを目的としている
ため、コロナウイルス危機によってもたらされる経済的影響を最
小限に抑えるとともに、多くの労働者が再び生計を立てられるよ
うにするものです。

個々の企業に対する 
人材サービス業界の支援

多くの組織は現在危機的な時期を迎えています。それは、責任あ
る安全衛生、雇用主としての注意義務と、ロックダウンがもたらす
経済的な影響とのバランスを取り直そうとしているためです。責任
を持ってビジネスを再開する方法とは何か。容認できるレベルでの
安全と安心を実現しつつ、経済面への影響を最小に抑えるために、
まず制御をかけていく順序の適切なバランスを見つける必要があり
ます。特定の条件を満たす業界（建設、食品流通センター、医療、
貨物輸送、スーパーマーケットなど）では、（一部）稼働している
業界の事例が多数あります。我々はこうした業界から学ぶことで、
ほかの企業がニューノーマルに適応する手助けをすることができま
す。
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次のステップ
人材サービス業界は、関係あるすべてのステークホルダーに、

行動を呼びかけ、手を差し伸べ、自分たちの役割を果たすように
促していきます。そこでまずアライアンスの発起人は、HR 業界の
関係者に対してより多くの参加を呼びかけ、雇用主、労働組合、
NGO への協力を求めます。それと同時に、アライアンスは政府に
こうした取り組みへの支持、支援、活性化を働き掛けます。 

最初に注目するのは、5 つの業界と、10 の国と地域の企業です。
アライアンスは今後数週間で、国レベルでのステークホルダーと
の連携を進める予定です。

業界： 国および地域：

問い合わせ
アライアンスへの参加の問い合わせ先：

Randstad NV		   

Robbin Brugman 
robbin.brugman@randstad.com

Adecco Group       	  

Stephan Howeg  
Stephan.Howeg@adeccogroup.com

ManpowerGroup 	 

Tomas Chamorro Premuzic  
tomas.chamorropremuzic@manpowergroup.com

 

広報に関する問い合わせ先：

Randstad NV		   

Annemarie Muntz 
annemarie.muntz@randstad.com

Adecco Group       	  

Bettina Schaller  
bettina.schaller@adeccogroup.com

ManpowerGroup 	 

Hans Leentjes  
hans.leentjes@manpowergroup.com

 

報道およびメディアに関する問い合わせ先：

Randstad NV		   

corporate.communications@randstad.com

Adecco Group       	  

media@adeccogroup.com

ManpowerGroup 	 

emma.almond@manpowergroup.com

輸送および物流

自動車

製造およびライフサイエンス

建設

食品

ベルギー

フランス

ドイツ

イタリア

日本

オランダ

北欧：ノルウェー、スウェーデン、 
　フィンランド、デンマーク

スペイン

英国

米国
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安全なビジネス再開のための COVID プロトコル

付録 

3

1. Dimension (personal, interrelational,
organizational, machine or compliance)

2. Topic name (e.g. access the entrance)
3. Measure (e.g., e.g., measure staff

temperatures at the access gate)
4. Work situation (what is the challenge in the

work situation)
5. Effect measurement (what is the aspired

effect and how to measure this)
6. Work instructions (what and how to

implement)
7. Infrastructural requirements (needed means

of support)
8. Addressed risk control level

Example of template Column names

COVID-19 関連プロトコルの収集用に開発されたテンプレート

項目名

• 局面（個人、対人、組織、機械またはコンプラ
イアンス）

• トピック名（入口へのアクセスなど）

• 対策（入口での職員の体温測定など）

• 仕事環境（仕事環境での課題）

• 効果測定（期待される効果およびその測定方法）

• 作業指示（何をどのようにするか）

• インフラ要件（必要な支援手段）

• 対処するリスク管理レベル

6

業種国

対対人人個個人人 機機械械    組組織織（（室室内内、、施施設設内内））ななどど

仕仕事事環環境境 -- 作作業業指指示示 -- イインンフフララ要要件件 -- そそのの他他にに対対すするるすすべべててのの予予防防策策

国国やや業業界界ごごととのの関関連連性性をを特特定定

X社

X社

X社ポリシーA

ポリシーC

ポリシーB

CCOOVVIIDDにに関関すするるポポリリシシーーおおよよびび出出典典
（（政政府府／／業業界界　組組織織ななどど））

行われているポリシー 事例
同同業業他他社社

管理レベル1 ― 
排除

管理レベル2 ―
代用

管理レベル4 ―
経営面

管理レベル3 ― 
技術面

管理レベル5 ― 
PPE

ココンンププラライイアアンンスス

職場への
移動

業務に
対する資格

..接触の制限 

....

チーム
ミーティング

社会的
距離

......

......

社員食堂
および
レストラン

トイレ設備

シフト計画シャワー、
更衣室

.....

工場内共用部分 

...用具の
取り扱い 

......

対策の進度 
施行されて
いる規則の
検証

......

......

健健康康おおよよびび安安全全のの管管理理

業界に関係があるもの国に関係があるもの

グローバルグリッド - 安全なビジネス再開のための COVID プロトコルのオントロジーに関する説明

テンプレート例



7 ニューノーマル（新たな日常）における安全なビジネスの再開

ロックダウンから経済の再開まで： 
バランスを取り続けること

5
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出典：世界保健機関の状況報告、CNN、ニューヨークタイムズ、韓国疾病対策センター、メディア調査

22月月  33月月

検検査査人人数数

22月月44日日  ‒‒  
16症例目の
報告後に政府
が初の検査
キットを承認

22月月99日日、、1166日日  ‒‒
大邱市の教会で
「31人目」の患
者から1,000人の
信者が感染

22月月2244日日  ‒‒  
15カ国が韓国
に対する渡航
制限を発令

33月月11日日  ‒‒  政府が大邱
市の教会に対する調
査を開始

22月月2200日日  ‒‒    アウトブレ
イクを受けて大邱市の
住民に外出禁止令

33月月33日日  ‒‒  ファストフード
チェーンにヒントを得たド
ライブスルー型の検査を韓
国が初めて実施

33月月99日日  ‒‒
180,000人に対する
検査を実施

33月月2200日日  ‒‒  感染が確認されたその
他教会での集会を含む、局地的な
アウトブレイクを受けて監視およ
び対策の必要性が明確化

44月月..

44月月11日日  ‒‒  
海外からの渡航者
全員に対して2週
間の自主隔離

2020年4月8日現在

1日あたりの検査人数
1日あたりの症例報告数

South Korea

韓国で報告された 1 日の症例数と検査対象者数

中国で報告された 1 日の症例数と検査対象者数
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総報告数
1日あたりの症例報告数

1. 新規症例の追跡および報告方法の変更により、報告症例数が急増

出典：世界保健機関の状況報告、CNN、ニューヨークタイムズ、韓国疾病対策センター、メディア調査

総総報報告告数数

33月月22月月  11月月  

11月月2233日日  ‒‒  
武漢市が封鎖され近
隣都市からの移動を
制限

11月月2244日日  ‒‒  湖北省
におけるすべての
観光活動を中止

22月月33日日  ‒‒  
香港で国境検問所14
カ所のうち3カ所を除
きすべてを封鎖

22月月77日日  ‒‒  
すべての学校に春
節後の休校を要請

22月月1199日日  ‒‒  
1日あたりの症例報告数
を2,000件未満に抑制

22月月2211日日  ‒‒  
政府が交通規制を緩和し、
被害の少ない地域における
業務の再開を促進

22月月2244日日  ‒‒  
広東省ではこれま
でに320,000人の検
査を実施

33月月11日日  ‒‒  
28の省（全体の4/5以上）で
通常通りの省内移動が再開

33月月1100日日  ‒‒  
16の臨時病院のうち
最後の1カ所を閉鎖

44月月

33月月2277日日  ‒‒  
武漢全体のロック
ダウンを解除

2020年4月8日現在

China

韓国の事例

中国の事例



8 ニューノーマル（新たな日常）における安全なビジネスの再開

ビジネス再開の準備 - 安全に

業界によっては、在宅勤務の導入可能性が低いためプロトコルに対するニーズが高いところもある
（英国経済分析）

9

安安全全おおよよびび健健康康ののププロロトトココルル

アアククセセスス管管理理おおよよびび隔隔離離

 職場へのアクセスに関する
明確なポリシーの設定

 建物に立ち入る際の体温測
定

 就業日における無作為によ
る目視確認および体温測定
の実施

 COVID-19の兆候が少しで
も見られる従業員に対する
隔離の要請

 建物のすべての出入りの追
跡および文書化

在在宅宅勤勤務務

 出勤が必須でない、すべて
の役職に対する在宅勤務の
奨励

 在宅勤務およびリーダー
シップのベストプラクティ
スに関するオンラインセミ
ナーの実施

シシフフトト業業務務計計画画

 職場の混雑を最小限に
抑えるための細分化した
シフト計画および休憩
時間の作成

 最低限の距離を保つた
めの交代制勤務及び職
場やデスクの分散

 重要な従業員グループ
の特定および隔離

 職場を閉鎖するための
緊急時対応策の定義

衛衛生生おおよよびび健健康康

 職場での物理的距離に関す
る明確なポリシーの設定

 日常的な殺菌手順の確立
 強制的な健康および衛生プ
ロトコル（手洗い、マスク
や手袋の使用など）の推進

 可能であればエレベーター
の使用停止

 共有する物品（ペン、電話
など）の使用中止

 緊急補給品の提供

ココンンププラライイアアンンススおおよよびび
ココミミュュニニケケーーシショョンン
 最低１日１回、実施中の
対策の目的・変更に関す
る連絡

 すべての部署を対象とし
た、あらゆる対策に関す
る無作為確認の実施

 関連保健機関への
COVID-19の兆候に関する
報告

 全プロトコルについて地
方自治体からの承認

ヨーロッパ企業では、COVID-19 に関する安全および健康についてさまざまなプロトコルを開発している

参考資料
「Europe needs to prepare now to get back to work—safely（安全なビジネス再開のためヨーロッパが今すぐ準備しなければならないこと）」  

マッキンゼー・アンド・カンパニー、2020 年 4 月

「How to restart national economies during the coronavirus crisis（コロナウイルス危機において国家経済を再開する方法）」 
マッキンゼー・アンド・カンパニー、2020 年 4 月

「Safeguarding our lives and our livelihoods: The imperative of our time（私たちの生活と生計を守るには：今急がれること）」 
マッキンゼー・アンド・カンパニー、2020 年 3 月

8

英英国国雇雇用用市市場場分分析析
円の大きさと数= 2016年から17年にかけての総従業員数（千人）

円の色 = 時給の加重平均額： 濃い赤 =9.5ポンド、濃い緑 = 19.5ポンド

1. 多くの人と対面のやりとりがある職業か、または通常の職場にいる人の密度が高い職業かに基づく

出典：英国国家統計局（ONS）のTA分析
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4.0
行政および国防

上下水道、水処理

教授、科学活動、技術活動

芸術、娯楽およびレクリエーション

農林水産業

不動産活動

教育

行政および支援サービス  
輸送および保管

宿泊および飲食サービス 

医療および社会福祉

国外の組織

金融および保険活動 

日用消費財メーカー

情報通信

      製造業 　

建設業
電気、ガス、空調の供給 

鉱業および採石業

その他の業界（数値を代入） 

その他のサービス活動

車両の卸売、小売、修理 

各各業業界界のの職職業業分分布布にに基基づづくく在在宅宅勤勤務務のの可可能能性性のの加加重重平平均均評評価価

中中央央値値

Back2Workプロジェクト
関連業界

プロトコルのニーズが高い
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https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-insights/safeguarding-our-lives-and-our-livelihoods-the-imperative-of-our-time
https://www.mckinsey.com/industries/public-sector/our-insights/how-to-restart-national-economies-during-the-coronavirus-crisis
https://www.mckinsey.com/industries/public-sector/our-insights/europe-needs-to-prepare-now-to-get-back-to-work-safely

